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（■～該当範囲とする）

□ 新営建築工事
＜適用範囲＞

□ 改修建築工事
＜適用範囲＞

□ 新営電気設備工事
＜適用範囲＞

□ 改修電気設備工事
＜適用範囲＞

■ 新営機械設備工事
＜適用範囲＞

□ 改修機械設備工事
＜適用範囲＞

□ 解体工事
＜適用範囲＞

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
　設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）」を適用するものとする。

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
　設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書（機械設
備工事編）」を適用するものとする。
　特記仕様書添付なしの場合は、特記仕様についてその限りではない。

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
　設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通大臣官房官庁営繕部
監修「建築物解体工事共通仕様書・同解説」を適用するものとする。
　特記仕様書添付なしの場合は、特記仕様についてその限りではない。

標　準　仕　様　書

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部
監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」を適用するものとする。

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
　設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事
編）」を適用するものとする。
　特記仕様書添付なしの場合は、特記仕様についてその限りではない。

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
　設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」を適用するものとする。

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
　設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書（電気設
備工事編）」を適用するものとする。
　特記仕様書添付なしの場合は、特記仕様についてその限りではない。



Ver.20180701

本工事に使用する特記仕様書は以下のとおりとする。（■～該当範囲とする）

■ 1 施工条件総括表

■ 2 建設リサイクル法の実施に関する特記仕様書

□ 3 建設副産物に関する特記仕様書

□ 4 再生クラッシャーラン等に関する特記仕様書

■ 5 排出ガス対策型建設機械特記仕様書

■ 6 工事カルテ作成、登録に関する特記仕様書

■ 7 安全・訓練等の実施に関する特記仕様書

□ 8 植栽樹木等に関する特記仕様書

■ 9 建設業退職金共済制度に関する特記仕様書

■ 10 新発田市建設工事請負契約約款関係

□ 11 その他　工事独特の特記仕様書

詳細については、別紙のとおり。

特　記　仕　様　書
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　 関連する別途発注工事あり

工 事 名
　新発田地域広域事務組合 新庁舎建設工事　（建築・電気設備・空調設備）
　新発田地域広域消防　消防救急デジタル無線更新整備工事
　新発田地域広域消防　高機能消防指令システム更新整備工事

予定期間 契約日から令和８年２月２７日まで（約２０か月）

施工時期、時間、方法の制限あり

時 期

時 間

方 法

関係機関協議による工程条件あり

協 議 内 容

完了予定時期

その他 上記以外は監督員と協議を要する。

　 工事用地等の未処理部分あり

処理見込時期

区 間

仮設ヤードの指定あり

場 所

期 間

その他

詳細については、監督員と協議を要する。

　 公害防止の制限あり（騒音・振動、排出ガス、粉じん、水質等）

施工方法 低振動・騒音等に配慮し近隣へ影響のないようにすること。

作業時間

家屋等の調査の必要あり

方 法

範 囲

その他

　 交通安全施設等の指定あり

交通誘導員

その他施設等

近接作業制限あり（鉄道、ガス、水道、電気、電話等）

内 容

工 法 制 限

作業時間制限

発破作業あり

保安設備及び保安要員

防 護 工

作業時間制限

防護施設（落石、雪崩、土砂崩落等）

内 容

その他 詳細については、監督員と協議をするものとする。

　 一般道路を搬入路としての使用制限あり

搬 入 経 路

期 間

使用後の処理

一般道路の占用あり

期 間

規 制 条 件

時 間 制 限

１．施工条件総括表

　下記項目、事項のうち○印欄は、工事施工にあたって制約を受けることになるので明示する。
　なお、明示事項に変更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生したときは、発注者及び受注者で協議し、適切な措
置を講ずるものとする。

明　示　事　項 施　　工　　条　　件

工 程 関 係

用 地 関 係

公 害 対 策
関 係

安 全 対 策
関 係

工 事 用 道 路
関 係

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ
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　 仮設道路設置あり

工 法 指 定 の 有 無

用 地 関 係

安 全 施 設

工事完了後の「存置」または「撤去」

その他

　 仮設備の指定あり

仮設備の条件指定あり

仮設構造物の転用、兼用あり

工 種

利用できる（ 　 有償 　

内 容

イメージアップあり

内 容

その他 詳細については、監督員及び市関係課、施設関係者と協議をするものとする。

工 事 用 水 構内既存施設 ○ 利用できない 　 利用できる（ 　 有償 　 無償　）

　 濁水、湧水処理等の特別な対策あり

内 容

　 薬液注入工法あり

排 水 工
（濁水処理含む）

無償　）

　 別紙「建設副産物に関する特記仕様書」のとおり

　 占用支障物件あり（電気、電話、水道、ガス等）

内 容 ガス・水道・下水道の埋設場所を施工前に確認して施工すること。

移設、撤去、防護方法等

残 土 ・ 産 業
廃 棄 物 関 係

工 事 支 障
物 件 等

工事用電力 構内既存施設 ○ 利用できない 　

支給品及び貸与品あり

品 名

薬 液 注 入
関 係

そ の 他

時 期

占用物件重複施工あり

内 容

その他

施工に際して必要となる官公署への各種届出を遅滞なく行うこと。

明　示　事　項 施　　工　　条　　件

工 事 用 道 路
関 係

仮 設 備 関 係

別紙条件明示による

　 現場発生材あり

品 名

納 入 場 所

簡易な工事及び緊急を要する工事（災害復旧等）においては、監督員の承諾を得て施工計
画書の提出を省略することができる。

本工事で発注する産業廃棄物は、新潟県内の最終処分場へ搬入するため、産業廃棄物税
が課税される。そのため本設計書に産業廃棄物税を計上しているので適正に処理すること。

引 渡 場 所

規格証明の必要あり

公共建築工事標準仕様書　第１章１－１－２（１９）による

その他

工事期間中に中間技術検査がある（部位は監督員の指示による）。

工事進捗状況を月末に定期的に報告すること（150日工期、かつ3000万円以上の工事が対象）。

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

Ⅸ

Ⅹ

Ⅺ

・
・

・
・

・
・

・
・
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※1

※2

　ついては、分別解体等の方法、解体工事に要する費用及び再資源化等に要する費用や再資源化の
ために特定建設資材廃棄物を持ち込む予定の施設の名称を記した書面を、契約書に添付して提出し
てください。

分別解体等及び再資源化等が必要となる特定建設資材は、以下のとおりとする。
1コンクリート　　2コンクリート及び鉄からなる建設資材　　3木材
4アスファルト・コンクリート

その他の工作物に関する工事（土木工事等） 請負金額500万円以上

2．建設リサイクル法の実施に関する特記仕様書

　特定建設資材を用いた建築物等の解体工事、特定建設資材を使用する新築工事等で、一定規模以
上の工事（対象工事　※1）については、特定建設資材廃棄物（※2）の基準に従って工事現場で分別
（分別解体）し、再資源化等することが義務付けられました。

建築物の新築・増築 床面積500㎡
建築物の修繕・模様替え（リフォーム等） 請負金額1億円以上

下表の規模以上の工事について、分別解体等及び再資源化等が義務付けられました。
工事の種類 規模の基準
建築物解体 床面積80㎡
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①

油圧ハンマ
バイブロハンマ
油圧式鋼管圧入・引抜機
油圧式杭圧入・引抜機
アースオーガ
オールケーシング掘削機
リバースサーキュレーションドリル
アースドリル
地下連続壁施工機
全回転型オールケーシング掘削機

機種 備考
一般工事用建設機械
○ バックホウ
　 トラクタショベル（車輪式）
　 ブルドーザ
　 発動発電機（可搬式）

　

　

　 空気圧縮機（可搬式）
　 油圧ユニット

　

　 ローラ（ロードローラ、タイヤローラ・振動ローラ）
　 ホイールクレーン

5.排出ガス対策型建設機械特記仕様書

以下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマシンとは別
に、独立したディーゼルエンジン駆動の油圧ユニットを搭載
しているもの

　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「排出ガス対策型建設機械指定要領
（平成3年10月8日付建設省経機発第249号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械を使
用するものとする。
　排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建
設機械の排出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設
技術の技術審査・証明事業、あるいはこれと同等の開発目標で実施された建設技術審査証明事
業により評価された排出ガス浄化装置を装着（黒煙浄化装置付）することで、排出ガス対策型建設
機械と同等とみなす。
　ただし、これにより難い場合は、監督員と協議するものとする。
　排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、現
場代理人は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監督員に提出するものとす
る。

ディーゼルエンジン（エン
ジン出力7.5kw以上260kw
以下）を搭載した建設機
械に限る。

　

　

　

　

　

　

　

・
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・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
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・
・



Ver.20180701

①

②

工事カルテの期限及び登録内容は、以下のとおりとする。

登録内容は次表のとおりとする。

※　訂正手続きとは、業者の誤りによるものを指す。

6.工事カルテ作成、登録に関する特記仕様書

　受注者は、工事請負代金額500万円以上の工事について、工事実績情報サービス（CORINS）入力シ
ステムに基づき、「工事カルテ」を作成し監督員の確認を受けた後に、登録機関に提出するとともに、登
録機関発行の「登録内容確認書」の写しを監督員に提出しなければならない。

区　　　　分 登録の種類

受注登録

変更登録

完成登録

訂正手続き

受注時登録データの登録および「登録内容確認書」の写しの提出は、契約締結後土日、国民の
祝日に関する法律に定める祝日及び年末年始（以降祝日等という）を除き10日以内に行ってくだ
さい。
受注・変更・完成・訂正時の工事実績報告は、監督員の確認を受けたうえ登録してください。
登録内容の変更時は、変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除く10日以内に登録してく
ださい。
完成時は工事完成後10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請してください。
なお、変更時と完成時の間が10日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できます。

請負金額　500万円以上の工事
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①

①

②

③

④

⑤

⑥

②

③

④

　また、前記の事故以外「簡易な事故」が発生した場合も速やかに「簡易事故報告書」を作成し監
督員に報告しなければならない。

7.安全・訓練等の実施に関する特記仕様書

　本工事の施工に際し、現場に即した安全・訓練等について、工事着手後原則として作業員全員
の参加により月当たり半日以上の時間を割り当て、下記の項目から実施内容を選択し、現場に即
した安全・訓練等を実施するものとする。

　施工に先立ち作成する施工計画書に、本工事の内容に応じた安全・訓練等の具体的な計画を
作成し、監督員に提出するものとする。

　安全・訓練等の実施状況をビデオ・写真等又は工事報告（工事月報）に記録し報告するものとす
る。

　工事の施工中に事故が発生した場合（死亡事故または休業4日以上の負傷事故）、指定された
「事故発生報告書」を監督員が指示する期日までに、監督員に提出しなければならない。

当該工事現場で予想される事故対策
その他、安全・訓練等として必要な事項

安全・訓練等に関する施工計画書の作成

安全・訓練等の実施状況報告

事故報告

安全・訓練等の実施

安全活動のビデオ等視覚資材による安全教育
当該工事内容等の周知徹底
工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底
当該工事における災害対策訓練
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①

②

③

④ 下請負業者への加入促進と、制度の普及について配慮すること。

9.建設業退職金共済制度に関する特記仕様書

　新発田地域広域事務組合が発注した建設工事にあたっては、建設労働者の福利厚生の増進を図り
建設産業の健全な発展に資するため、建設業退職金共済制度の対象となる現場労働者について、適
切な対応を図れるよう下記について実施すること。

　受注者は、建設業退職金共済制度に加入するよう努め、建設業退職金共済紙購入状況報告書
を監督員に提出すること。

　受注者は、工事現場又は現場事務所の見やすい場所に「建設業退職金共済制度適用事業主
工事現場標識」（シール）の掲示を行うこと。

　受注者（下請契約を締結したときは、下請負業者を含む）が、退職金支給制度（中小企業退職金
共済等の加入を含む）を有し、建設業退職金共済制度の対象となる現場労働者を使用しないで
施工するときは、その旨を書面により提出すること。
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⑪

建設工事 　新発田市建設工事請負契約約款（以下「約款」という。）第1条第3項による

特許権等の使用

特許権の内容
特許権の所有

工事材料の検査 　本工事において約款第13条第2項の規定による検査は以下のとおりである。
指定する工事材料

１、対象材料については、監督員と協議すること。

監督員の立会 　本工事において約款第14条による立会が必要とされるものは、以下のとおりであ
　土木・建築工事監督要綱　　土木建築工事監督技術基準

支給材料及び貸与品 　本工事において約款第15条に定めるものは、以下のとおりである。
支給材料 数量

中間技術検査 　本工事は、約款第32条により定める（中間検査技術基準による）対象工事である。

部分使用 　本工事の約款第34条の引渡前において部分使用を求める部分は、以下のとおり

貸 与 品 数量 貸与期間

部分引渡使用の協議箇所 別紙図面に示した箇所
使用協議内容

使用予定期間 令和　　　年　　　月　　　日～

部分引渡

部分引渡を求める部分 別紙図面に示した部分
部分引渡予定時期 令和　　　年　　　月　　　日までとする。

協議の上決定する。
部分引渡の検査 新発田市工事検査規定に定める完成検査による。

火災保険等 　本工事は、約款第54条の定めによる火災保険に付すべき工事である。

現場発生品

その他

10.新発田市建設工事請負契約約款関係

施工条件総括表、図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答
書に特別に定める場合を除き、仮設、施工方法その他工事目的物を完成するた
めに必要な手段は、請負者の責任において定める。

　本工事における約款第８条の特許権、その他の第三者の権利の対象となっている
施工方法の指示は、以下のとおりである。

　本工事において、約款第39条の工事の完成に先立って引き渡しを受けるべきこと
を指定する部分は以下のとおりである。

　現場発生材が発生した場合、利用可能なものは　　　　　　　　　　　　　　　のストック
ヤードに搬出し、監督員と協議すること。

　「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第15条第2項の規定に
より、施工体制台帳の写しを発注者に提出するものとする。また、施工体系図の写し
については、下請負人が発生した場合は、下請金額に関わらずすべて定められた
書式により、監督員に提出するものとする。

　中間技術検査の実施時期は、出来高が全体の40～60％程度を目安として監督員
と協議し、中間技術検査願いを提出する。
　中間技術検査は工事品質確保のために行う施工途中の技術検査であり、工事費
の支払いの対象としない。
　中間技術検査時は、設計図書、施工計画書及び中間技術検査までの工事管理記
録等を準備し、現場代理人立会いの下で実施する。
　検査時に必要となる器具は、受注者が準備すること。

指定内容 火災保険等の対象金額が請負金額以上に加入していること。
提出書類 火災保険等金額が判明できる証書の写し
加入期間 契約の日から竣工予定日より１４日以上必要とする。

部分引渡の金額


